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岐阜県タクシー事業者及び自動車運転代行事業者支援金交付要綱 

  

                              令和３年５月２６日制定                                     

  

（総則）  

第１条 県は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、飲食店等に対する営業時間

の短縮や酒類の提供を行わない旨の県の要請により影響を受けるタクシー事業者及び自動

車運転代行事業者に対し、予算の範囲内で支援金を交付するものとし、その交付に関しては、

この要綱の定めるところによる。  

  

（対象事業者）  

第２条 支援金の交付の対象となる事業者（以下「対象事業者」という。）は、次の各号のいず

れにも該当する者とする。  

（１） 次のいずれか又はその両方に該当する者であること。 

   ア 県内に本社又は営業所（以下これらを「営業所等」という。）を有する道路運送法 

（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送

事業（福祉輸送事業限定を除く。）を行う個人又は法人 

   イ 県内に営業所等を有する自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律（平成１ 

３年法律第５７号）第４条の認定を受けて同法第２条第１項に規定する自動車運転 

代行業を営む者 

（２） 令和３年５月１６日時点で前号に規定する事業を営んでおり、かつ、同日後も当該

事業を継続する意思があること。 

（３） コロナ社会を生き抜く行動指針（令和２年５月１５日岐阜県新型コロナウイルス感

染症対策本部策定）及び事業者団体が作成する新型コロナウイルス感染症の感染防止

対策に関するガイドラインに沿った感染防止対策を実施していること。 

  

（欠格事由）  

第３条 前２条の規定にかかわらず、次に掲げる者は、対象事業者となることができない。 

 （１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。

次号において「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２）暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）  

（３）役員等（法人にあっては役員及び使用人（支配人、本店長、支店長その他いかなる

名称を有する者であるかを問わず、営業所の業務を統括する者（営業所の業務を統括

する権限を代行し得る地位にある者を含む。）をいう。以下同じ。）を、法人以外の団

体にあっては代表者、理事その他法人における役員及び使用人と同等の責任を有する

者を、個人にあってはその者及び使用人をいう。以下同じ。）が暴力団員であるなど、

暴力団がその経営又は運営に実質的に関与している個人又は法人その他の団体（以下

この条において「法人等」という。）  

（４）役員等が、暴力団であることを知りながらこれを使用し、又は雇用している個人又

は法人等  

（５）役員等が、その属する法人等若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくな

った日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）を利用している個人又は法人等  



2 

 

（６）役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するな

ど、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している個人又は法人

等  

（７）役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関

係を有している個人又は法人等  

（８）役員等が、暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者であ

ることを知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を締結し、

これを利用している個人又は法人等  

  

（支援金の額） 
第４条 支援金の額は、１対象事業者につき１０万円とする。 
 

（支援金の交付の申請）  

第５条 支援金の交付を受けようとする対象事業者は、別記様式１による申請書兼誓約書に当

該申請書兼誓約書において定める書類を添えて、これを令和３年６月３０日までに知事に申

請しなければならない。 

 

（支援金の交付決定等）  

第６条 知事は、前条の規定による申請があったときは、当該申請の内容を審査し、支援金の

交付の可否を決定するものとする。  

２ 知事は、支援金の交付の決定をしたときは、別記様式２により当該申請した者に通知する

ものとする。  

３ 知事は、支援金の不交付の決定をしたときは、別記様式３により当該申請した者に通知

するものとする。  

 

（支援金の交付） 

第７条 知事は、前条第２項の規定による通知を受けた者に対し、支援金を交付するものとす

る。 

 

  （決定の取消し）  

第８条 知事は、対象事業者が法令等若しくはこれに基づく知事の処分若しくはこの要綱に違

反したとき、又は第５条の規定による申請の際虚偽の誓約をしたときは、交付の決定を取り

消すことができる。  

  

  （支援金の返還）  

第９条 知事は、支援金の交付の決定を取り消した場合において、既に支援金が交付されてい

るときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

   
（暴力団の排除）    

第１０条 第５条の規定による申請があった場合において、当該申請をした者が第３条の規定 
に該当するときは、知事は、その者に対して、支援金の交付をしないものとする。  

２ 知事は、第６条第１項の規定による交付の決定をした後において、当該交付の決定を受け
た者が第３条の規定に該当することが明らかになったときは、第８条の規定により支援金の
交付の決定を取り消すものとする。  

３ 前項の場合において、既に支援金が交付されているときは、知事は、前条の規定により、
期限を定めて、返還を命ずるものとする。  
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  （加算金及び延滞金）  

第１１条 対象事業者は、第９条の規定により支援金の返還を命ぜられたときは、その命令に

係る支援金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該支援金の額（その一部を納付し

た場合におけるその後の期間については、既納付額を控除した額）につき年１０．９５パー

セントの割合で計算した加算金を県に納付しなければならない。  

２ 前項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、対象事業者の納付し

た金額が返還を命ぜられた支援金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を

命ぜられた支援金の額に充てられたものとする。  

３ 対象事業者は、支援金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、

納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年１０．９５パーセン

トの割合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。  

４ 知事は、第１項及び前項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、加

算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。  

  

（その他）  

第１２条 この要綱に定めるもののほか、支援金に関し必要な事項は、知事が別に定める。  

  

     附 則  

この要綱は、令和３年度分の予算に係る支援金に適用する。 


